
【調査概要】 
 
目  的 当所中期方針の重点項目の一つである「人材確保の包括的支援」の実施にあたり、地元   

企業の人材確保に関する認識を調査し、求職者と事業所との認識のギャップや事業所内   
での認識のギャップ、問題点を把握することにより、当所事業の課題を抽出し、今後の 
取り組みの改善につなげる。 

 

対  象 福岡市内に本社・本店を有する当所会員事業所 2,000社の 
       Ａ．社長 
       Ｂ．人事担当者 
      ※Ａ、Ｂ双方にアンケートを送付 
      ※社長編と人事担当者編で一部設問を変えて調査 
      ①福岡市内に本社を置く21人以上500人以下の会員企業（無作為抽出） 
      ②当所議員企業 

 

実施方法 調査票を郵送 
 

実施期間 平成31年2月7日～2月22日 
 

回 収 数 Ａ．社長編                 472件（回収率 23.6%） 
      Ｂ．人事担当者編   492件（回収率 24.6%)     
 
 

【回答企業】 
 常用従業員数 
 
 
 
 
 
 
 
 業 種 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【総括】 
多くの企業が「人材確保を阻害する課題」を抱えている。 
 
①欠員補充のための採用・・定期的に採用活動しているかの問いに、新卒：36.7％、中 
             途：50.2％。新卒採用は規模が大きいほど定期的に行って 
             いる傾向がある。 
②育成より即戦力・・新卒採用に関し「戦力になるのに時間がかかる」を悩みとする人  
          事担当者40.0％ 
③無料媒体への依存・・学校の求人票とハローワークは、依然として「利用率1位」だが 
           「あまり効果が出ていないもの」でも1位でもある 
④働き手目線の欠如・・働き方改革の法制度「対象外」項目へ関心が低い ※テレワー 
           ク導入も副業可も10％以下 
⑤女性活躍が進まない・・女性管理職「0人」37.3％、出産・育休後の職場復帰「0人」 
            47.2％、育休取得男子約1割 
⑥高齢者への思い込み・・高齢者雇用に積極的でない企業の理由55.2％が「体力的に厳 
            しいから」 
⑦障がい者への受入体制不備・・設備（バリアフリー等）が整っていない41.8％、社員 
               が対応方法をわかっていない21.1％ 
⑧外国人受入がまだまだ・・受け入れしていない67.8％  

人材確保に関する企業アンケート 調査結果【概要版】 

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されない）

公務

上記以外のその他

無回答

0.2

-

-

14.6

10.6

0.8

6.8

6.6

22.5

1.3

4.4

2.1

5.3

0.6

0.4

4.0

1.1

15.0

-

1.7

1.9

0 10 20 30

全体（N=472)

（％）

30人以下 

(30.7%) 

31～50人 

(24.4%) 

51～100人 

(24.2%) 

101～300

人 

(14.4%) 

301人以上 

(4.5%) 

無回答 

(1.8%) 

全体（N=492) 

【当所事業の今後の方向性】 
  
①計画的採用活動の支援・・採用計画策定支援セミナー、採用計画診断等 
②確保＆育成のトータル支援・・「育てて1人前にする」意識転換セミナー等 
③新しい採用活動の導入支援・・インターンシップ、SNS活用、縁故・リファラル等 
④定着につながる働き方改革支援・・事例紹介セミナー、働き方改革のトレンドセミナ 
                 ー等 
⑤女性活躍の支援・・管理職登用制度の見直し支援、勤務制度・職場環境づくり支援等 
⑥⑦⑧多様な人材受入れ支援・・受入企業の経営者によるセミナー、助成金セミナー等 
 

Ａ．社長編                                                  Ｂ．人事担当者編 

令和元年7月24日 福岡商工会議所 

社長編 
のみ回答 

66 

人事担当者編 
のみ回答 

86 

回答事業所数合計 558 
（議員企業 41、議員以外 517） 

30人以下 

(34.7%) 

31～50人 

(25.2%) 

51～100人 

(22.2%) 

101～300

人 

(14.0%) 

301人以上 

(3.2%) 

無回答 

(0.6%) 

全体（N=472) 

※上記項目を改善できれば、人材確保に関する「3つの効能」あり 

 １．対象となる求職者の「絶対数増加」 

 ２．求人募集告知の際に「求職者への利点」としてPRできる 

 ３．「会社のイメージUP」を図ることができる 

社長編・ 
人事担当者編 
両方回答 

406 

報告(7)-2 
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農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されない）

公務

上記以外のその他

無回答

0.4

-

-

15.9

9.8

1.0

7.1

5.9

21.3

1.2

4.7

2.0

4.5

1.4

0.4

2.8

0.4

14.2

-

2.4

4.5

0 10 20 30

全体（N=492)

（％）



●新卒採用に関する悩みは、「応募数が少ない」「内定を辞退される」「応募者の質に
満足がいかない」が多く挙げられている。一方、「選考方法に問題がある」「採用活動
ノウハウが無い」などを悩みに挙げる声は少ない。 

⇒「選考方法」「採用活動ノウハウ」等における問題点の認識不足の可能性あり。こ
れらにおける問題点（「選考計画の立て方」「内定者フォロー」「面接の仕方」な
ど）を再確認し、見直しを行うことも必要。 

 
●「戦力になるのに時間がかかる」を問題視。 

⇒新卒にも即戦力を求めており、「育成」を重視せず、「早期結果」を求める傾向。 
 「育てて1人前にする」意識へ転換を。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
  
 

●新卒採用の募集手段で、「学校求人票」は多くの会社が使っているが、効果に繋がっ
ていない。 
 ⇒「求人票の書き方」の精度を上げるための勉強が必要。 
●採用確率が高い「縁故・リファラル」を活用できていない（新卒・中途・アルバイ
ト・パート全て） 
 ⇒社員や知り合いに「誰かいませんか？」と声掛けも有効（※人材採用の原点に） 
●最も活用している手段として、「学校求人票」（新卒）・「ハローワーク」（中途、
アルバイト・パート）など無料媒体が上位に挙がっている。 
 ⇒無料媒体と有料媒体の効果的な使い分けを行うことで採用率アップにつながる可能

性あり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●新卒採用を定期的に行っているところは全体で約4割。規模が大きいほど定期的に新卒
採用を行っている。新卒採用を行っていない場合の理由は「人材は充足しているから
（約3割）」が最も多いが、「戦力化まで時間がかかるから（約27%）」、「採用活動ノ
ウハウがないから（約2割）」など採用段階、育成段階での理由も多く挙げられている。 
●中途採用は定期的に行っているところが約半数。 

⇒採用活動を年間もしくは中長期的に計画的に行うことにより、採用競争を避け、必
要な時に必要な人材を確保することにつながる可能性あり。 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

【新卒採用】              【中途採用】             【アルバイト・パート採用】     

応募数が少ない

内定を辞退される

戦力になるのに時間がかかる

応募者の質に満足がいかない

採用にかける時間がない

費用が掛かり過ぎる

入社しても定着しない

採用活動ノウハウが無い

選考方法に問題がある

その他

新卒採用に関する悩みはない

53.7

42.6

40.0

25.8

22.1

21.1

20.5

8.9

5.3

2.6

3.2

0 20 40 60 80

全体（n=190)

（％）

応募数が少ない

内定を辞退される

戦力になるのに時間がかかる

応募者の質に満足がいかない

入社しても定着しない

費用が掛かり過ぎる

採用にかける時間がない

採用活動ノウハウが無い

選考方法に問題がある

その他

新卒採用に関する悩みはない

55.5

39.9

32.4

29.5

23.1

22.0

13.3

8.7

2.9

2.9

4.6

0 20 40 60 80

全体（n=173)

（％）

新卒採用に関する悩み（上位３つ）

A.社長編 全体（n=173） B.人事担当者編 全体（n=190）

応募数が少ない 55.5% 応募数が少ない 53.7%

内定を辞退される 39.9% 内定を辞退される 42.6%

戦力になるのに時間がかかる 32.4% 戦力になるのに時間がかかる 40.0%

採用の募集手段で活用している手段のうち、あまり効果が出ていないもの（複数回答） 

【新卒採用】            【中途採用】              【アルバイト・パート採用】     

新卒採用に関する悩み（複数回答） 
Ａ．社長編                     Ｂ．人事担当者編 

採用の募集手段で活用しているもの（複数回答） 
【新卒採用】            【中途採用】            【アルバイト・パート採用】 

定期的に 

新卒採用し

ている 

(36.7%) 

定期的に 

新卒採用し

て 

いない 

(62.9%) 

無回答 

(0.4%) 

全体（N=472) 

定期的に 

中途採用して

いる 

(50.2%) 

定期的に 

中途採用して 

いない 

(49.2%) 

無回答 

(0.6%) 

全体（N=472) 

定期的に 

アルバイト・

パート採用

している 

(34.3%) 

定期的に 

アルバイト・

パート採用

していない 

(65.0%) 

無回答 

(0.6%) 

全体（N=472) 

学校の求人票

新卒サイト

学校の合同会社説明会

インターンシップ

学校における単独の会社説明会

新卒サイトの合同会社説明会

新卒応援ハローワーク

商工会議所の合同会社説明会

公的機関の合同会社説明会

人材紹介会社

求人情報誌

縁故・リファラル

リクルーター

他の公的機関

採用代行会社

その他

74.7

55.3

49.5

36.8

34.2

29.5

25.3

24.2

16.8

11.6

9.5

8.4

5.8

3.2

2.6

3.2

0 20 40 60 80 100

全体（n=190)

（％）

ハローワーク

転職サイト

求人情報誌

人材紹介会社

縁故・リファラル

人材派遣会社

掲載無料の求人ポータルサイト

フリーペーパー

オリコミ・新聞

公的機関の合同会社説明会

他の公的機関

転職サイトの合同会社説明会

商工会議所の合同会社説明会

採用代行会社

その他

78.9

41.4

33.9

28.7

26.3

18.7

18.3

13.1

9.6

7.6

6.8

5.6

2.8

1.6

4.0

0 20 40 60 80 100

全体（n=251)

（％）

ハローワーク

求人情報誌

フリーペーパー

掲載無料の求人ポータルサイト

縁故・リファラル

オリコミ・新聞

転職サイト

他の公的機関

その他

71.8

64.1

30.1

19.9

19.9

19.2

18.6

5.8

5.8

0 20 40 60 80

全体（n=156)

（％）

学校の求人票

新卒応援ハローワーク

インターンシップ

新卒サイト

学校の合同会社説明会

学校における単独の会社説明会

求人情報誌

商工会議所の合同会社説明会

新卒サイトの合同会社説明会

人材紹介会社

公的機関の合同会社説明会

採用代行会社

縁故・リファラル

リクルーター

他の公的機関

その他

36.8

14.7

13.2

11.6

10.0

7.9

6.3

4.7

4.7

4.2

3.2

1.6

0.5

0.5

-

-

0 10 20 30 40 50

全体（n=190)

（％）

ハローワーク

求人情報誌

転職サイト

掲載無料の求人ポータルサイト

フリーペーパー

人材紹介会社

オリコミ・新聞

人材派遣会社

他の公的機関

縁故・リファラル

公的機関の合同会社説明会

転職サイトの合同会社説明会

商工会議所の合同会社説明会

採用代行会社

その他

45.0

18.3

12.7

10.4

8.4

7.6

5.6

3.2

2.8

2.8

2.4

1.6

0.4

0.4

0.8

0 20 40 60 80 100

全体（n=251)

（％）

ハローワーク

求人情報誌

フリーペーパー

掲載無料の求人ポータルサイト

オリコミ・新聞

転職サイト

他の公的機関

縁故・リファラル

その他

34.6

26.3

16.0

10.9

7.1

5.8

2.6

2.6

1.3

0 20 40 60 80

全体（n=156)

（％）

【調査結果（概要）】 

※全体 

※規模（常用従業員数）別 

※グラフはいずれも社長編 

※グラフはいずれも人事担当者編 

P2 



学校の求人票

新卒応援ハローワーク

インターンシップ

新卒サイト

学校の合同会社説明会

学校における単独の会社説明会

求人情報誌

商工会議所の合同会社説明会

新卒サイトの合同会社説明会

人材紹介会社

公的機関の合同会社説明会

採用代行会社

縁故・リファラル

リクルーター

他の公的機関

その他

36.8

14.7

13.2

11.6

10.0

7.9

6.3

4.7

4.7

4.2

3.2

1.6

0.5

0.5

-

-

0 10 20 30 40 50

全体（n=190)

（％）

●新卒採用において「会社合同説明会」の利用率は高くないが、「効果が出ない」とい
う声は少ない。 
●ハローワーク以外の公的機関の手段（福岡県、福岡市の就職者支援など）の利用率が
低い。 
 ⇒公的機関の手段（会社合同説明会やマッチングサイト等）の積極的な活用も必要。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校の求人票

新卒サイト

学校の合同会社説明会

インターンシップ

学校における単独の会社説明会

新卒サイトの合同会社説明会

新卒応援ハローワーク

商工会議所の合同会社説明会

公的機関の合同会社説明会

人材紹介会社

求人情報誌

縁故・リファラル

リクルーター

他の公的機関

採用代行会社

その他

74.7

55.3

49.5

36.8

34.2

29.5

25.3

24.2

16.8

11.6

9.5

8.4

5.8

3.2

2.6

3.2

0 20 40 60 80 100

全体（n=190)

（％）

●過去5年間で、介護休暇を取得した社員…男性も女性も「0人」が約9割を占めており、
「介護休暇」はほとんど活用されていない。 
 ⇒介護休暇取得を推進することで介護離職を防ぐ取り組みが必要。 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

●管理職における女性比率「0％」…37.3％、過去5年間で、出産・育休後の職場復帰し
た女性社員「0人」…47.2％と、「女性活躍」とは程遠い結果。 
●過去5年間で、育休取得した男性社員「0人」…86.8％と高くはないが、約1割の企業で
は男性社員の取得実績あり。 
⇒女性が活躍しやすい職場環境づくり、男性の育児参画しやすい職場づくりを進めるこ
とで人材不足の課題を解決できる可能性あり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●ホームページ内「求人専用ページ」をSNSと連動させている会社はごく少数。 
 ⇒時代の流れを考えると、採用活動にSNSを活用および連動させることは必要。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

●「インターンシップ（就業体験）」の導入率は5割。低学年受け入れをしている企業も
多い。実施した会社の5割で入社にまで至った学生がいる。  
 ⇒「インターンシップ」は採用につながりやすく、積極的な実施が有効。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●「働き方改革」に関し、「有休消化率改善」「時間外労働の削減」など2019年4月から
順次施行の「働き方改革関連法」への対応には関心が高いが、それ以外の項目へは関心
が低い 
 ⇒「テレワーク導入」「副業の許可」など法律・制度への対応に留まらない対応の検

討も必要。     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

①新卒採用において活用している手段（複数回答）    ② ①で選んだ手段のうち、あまり効果が出ていないもの 

インターン

シップを実

施している 

(51.6%) 

インターン

シップを実

施していな

い 

(47.9%) 

無回答 

(0.5%) 

全体（n=190) 

大学１年

大学２年

大学３年

大学４年

大学院１年

大学院２年

短大１年

短大２年

専門学校１年

専門学校２年

その他

14.3

33.7

69.4

23.5

10.2

3.1

9.2

4.1

11.2

13.3

9.2

0 20 40 60 80 100

全体（n=98)

（％）

入社にまで

至った学生

がいる 

(51.0%) 

入社にまで

至った学生

はいない 

(46.9%) 

無回答 

(2.0%) 

全体（n=98) 

インターンシップ実施の有無   受け入れた学生の学年      インターンシップを実施している企業の
うち、インターンシップ参加者の中で入

社にまで至った学生の有無      

求人専用ペー

ジを設けている 

(54.7%) 

求人専用ペー

ジを設けていな

い 

(35.8%) 

ホームページ

が 

無い 

(7.5%) 

無回答 

(2.0%) 

全体（N=492) 

社員画像を掲載

社員のコメントを掲載

スマホ対応している

社長のコメントを掲載

ＳＮＳと連動させている

その他

54.3

43.9

41.6

32.7

7.1

5.9

0 20 40 60 80

全体（n=269)

（％）
ホームページ内での求人専用ページの有無     求人専用ページで具体的に工夫していること（複数回答） 

有給消化率改善

時間外労働の削減

職場環境の改善

給与の改善

仕事の分配

業務のＩＴ化

勤務時間の見直し

福利厚生の改善

正社員化（無期転換ルール含む）

テレワーク（自宅勤務）導入

副業の許可

その他

改善したい項目はない

54.7

53.8

36.0

32.2

31.6

30.3

25.0

18.4

9.1

6.8

3.2

0.6

3.4

0 20 40 60 80

全体（N=472)

（％）

有給消化率改善

時間外労働の削減

仕事の分配

給与の改善

職場環境の改善

勤務時間の見直し

業務のＩＴ化

福利厚生の改善

テレワーク（自宅勤務）導入

正社員化（無期転換ルール含む）

副業の許可

その他

改善したい項目はない

60.8

54.9

34.8

32.3

29.7

27.4

25.0

22.0

8.1

7.3

5.1

0.4

3.3

0 20 40 60 80

全体（N=492)

（％）

働き方改革に伴い、改善したい項目                                             

【社長編】                    【人事担当者編】 

０％

10％未満

10～30％未満

30～50％未満

50％以上

無回答

37.3

28.4

19.4

9.0

1.5

10.4

0 20 40 60

全体（N=492)

（％）

平均（11.0%）

０人                 

(86.8%) 

１人以上             

(10.2%) 

無回答               

(3.0%) 

全体（N=492) 

管理職における女性比率（%)                                                  過去5年間で、出産・育休後に職場復帰
した女性社員（常用従業員） 

                                                  

過去5年間で育休取得した
男性社員の人数 

                                                  

０人                 

(86.8%) 

１人以上             

(10.2%) 

無回答               

(3.0%) 

全体（N=492) 

０人                 

(89.8%) 

１人以上             

(6.5%) 

無回答               

(3.7%) 

全体（N=492) 

常用従業員のうち、過去5年間で、介護休暇を取得した社員の人数

【男性】            【女性】                                                  

０人

１人

２人

３～５人

５人以上

無回答 平均（2.3人)

47.2

20.3

11.8

9.8

7.9

3.0

0 20 40 60

全体（N=492)

（％）

（参考）介護離職者数の推移               
出所：(株)大和総研 「介護離職の現状と課題」
（2019年1月19日）より 

                                               

※参考：介護・看護を理由とする離職
者数は全国で年間約10万人 
 出所：総務省「就業構造基本調査」
（平成29年）より 

※グラフはいずれも人事担当者編 

※グラフはいずれも人事担当者編 

※グラフはいずれも人事担当者編 

※グラフはいずれも人事担当者編 

※グラフはいずれも人事担当者編 

※「1人以上」 
（回答数50）の 
企業規模 
 
常用従業員数50人以
下で24件（約5割） 
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●「女性が活躍する環境づくり」について、社長は「女性管理職の比率を向上させた
い」という回答がトップに挙がっているが、現状は女性の管理職登用が進んでおらず
（管理職における女性比率 0%が約4割、10%未満までで約65%）、社長の考えと現状とで
大きなギャップがある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

採用活動ノウハウが無い

費用が掛かり過ぎる

採用にかける時間がない

応募数が少ない

応募者の質に満足がいかない

選考方法に問題がある

内定を辞退される

入社しても定着しない

戦力になるのに時間がかかる

その他

新卒採用に関する悩みはない

9.4

21.4

13.8

55.3

29.6

2.5

39.0

22.0

32.7

2.5

5.0

7.0

22.8

20.3

53.2

28.5

3.8

43.0

22.2

41.8

2.5

3.8

0 20 40 60 80

社長（n=159)

人事担当者（n=158)

（％）

●約7割の企業は「外国人受入」していない。 
 ・「アジアの玄関口」を謳う福岡市の企業としてはさみしい結果。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●「障がい者雇用」にあまり踏み切れていない会社の理由は、設備と対応方法。 
 ⇒「障がい者への対応方法」勉強会や「設備投資に関する助成金」などあれば変わる
可能性あり。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●「高齢者雇用」に関し、約6割は積極的に取り組んでいるが、約4割はあまり積極的で
ない。積極的ではない理由は、「体力的に厳しいから」とする会社が大半。 
 ⇒今の高齢者は体力的に元気な方も多く、高齢者の特長を踏まえた雇用を行うことで
人材不足解消につながる可能性あり。 
 ⇒「既に高齢化、若返りをしたい」など若い世代の不足感を感じている事業所もあ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【社長と人事担当者の認識のギャップ】 
●ほとんどは「同じ」解答。あまりギャップは無い。（詳細版参照） 
 
●採用活動に関する悩みなどで人事担当者編では「採用にかける時間がない」「手間が
掛かるから」などがあげられおり、「人事担当者の忙しさ」は、あまり社長に伝わって
いない可能性あり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高齢者雇用を 

積極的に 

取り組んでいる 

(62.3%) 

高齢者雇用に 

あまり積極的 

ではない 

(36.9%) 

無回答 

(0.8%) 

全体（N=472) 

高齢者雇用に関する取り組みの現状   高齢者雇用にあまり積極的ではない理由     

障がい者

雇用 

している 

(40.9%) 

障がい者

雇用 

していな

い 

(58.3%) 

無回答 

(0.8%) 

全体（N=472) 

設備（バリアフリー等）が
整っていないから

まだ障がい者に対して
積極的になれないから

社員が対応方法を

わかっていないから

どこに求人を出せば

いいかわからないから

求人募集するが集まらないから

その他

41.8

30.5

21.1

9.1

6.2

19.3

0 20 40 60

全体（n=275)

（％）
障がい者雇用に関する 
取り組みの現状 

外国人受入れ 

している 

(31.1%) 
外国人受入れ 

していない 

(67.8%) 

無回答 

(1.1%) 

全体（N=472) 

新卒採用に関する悩み 

体力的に厳しいから

最先端の知識やスキルが
必要な仕事だから

前職のやり方・働き方から

なかなか変われないから

柔軟な考え方が出来ないから

素直に話を聞いてくれなさそうだから

どう対応すればいいのか

わからないから

給与が高くなるから

前職の自慢ばかりするから

その他

55.2

23.0

20.1

20.1

5.2

5.2

4.0

2.3

16.7

0 20 40 60 80

全体（n=174)

（％）

外国語を話せる社員がいないから

文化の違いをよく理解していないから

ビザ等、何も知識が無いから

設備（礼拝室等）が整っていないから

社員に外国人への苦手意識があるから

食事に関する違いを理解していないから

その他

31.3

24.7

19.4

16.6

9.4

5.3

35.9

0 10 20 30 40 50

全体（n=320)

（％）

左記で「外国人受入れしていない」と回答した場合の、

外国人受入れしていない理由      

左記で「障がい者雇用していない」と回答した場合の、

障がい者雇用していない理由      

外国人受入れの現状 

※上記２項目は社長編、人事担当者編両方回答があった事業所のみから集計 

インターンシップの
意味を知らないから

実施方法がわからないから

お金が掛かるから

時間が無いから

手間が掛かるから

実施スタッフがいないから

必要性を感じないから

インターンシップの効果が
あるのか判断しがたいから

その他

1.4

14.1

5.6

18.3

19.7

40.8

12.7

23.9

11.3

-

10.8

1.4

28.4

39.2

40.5

13.5

25.7

13.5

0 20 40 60

社長（n=71)

人事担当者（n=74)

（％）

インターンシップを実施していない理由 

女性管理職の比率を向上させたい

出産・育休後の職場復帰者を増やしたい

介護休暇の取得を促したい

育児休暇を取得する男性を増やしたい

その他

今後変えていきたいと思う項目は無い

52.5

32.6

16.3

12.1

4.4

12.1

0 20 40 60 80

全体（N=472)

（％）

０％

10％未満

10～30％未満

30～50％未満

50％以上

無回答 平均（11.0％)

37.3

28.4

19.4

9.0

1.5

10.4

0 20 40 60

全体（N=492)

（％）

【社長編のみ】 
女性が活躍する環境づくりに関し、今後社長が変えていきたい
と思う項目（複数回答） 

【人事担当者編のみ】 
管理職における女性比率 

※「その他」の理由 
 既に高齢化している、若返りをしたい (14) 
    必要性がない (8) 
 専門スキルが必要だから(2) 
 定着しないから (2) 
 労災事故が怖いから (1) 
 夜間の仕事だから (1) 
 制度整備不足 (1) 
 求人しても応募がない(1) 

※「その他」の理由 
 仕事内容、専門的知識、条件面でのマッチ
ングが難しいから（接客、調理、運送業、現
場作業） (23) 
 危険性を伴う業務だから (6) 
 人材は充足しているから (5) 
 過去うまくいかなかった経験がある (4) 
 環境が整備されていないから (4) 
 募集しても応募がないから (3) 
 体力的に厳しいから (2) 
 社員数が少なく対象事業主の範囲外 (2) 

※「その他」の理由 
 必要性がないから (38) 
 言語、文化、コミュニケーションの問題 
(16) 
 業務の性格上難しい（国家資格や免許が
いる、など） (16) 
 応募がないから (10) 
 受け入れ体制が整っていない (8) 
 教育に時間がかかるから (4) 
 法律の制限があるから (4) 
 現在検討中 (4) 
 過去実績あるも定着しなかったから (3) 
 取引先の方針 (2) 
 日本人を雇いたい (2) 
 前例がないから (2) 

※グラフはいずれも社長編 

※グラフはいずれも社長編 

※グラフはいずれも社長編 

P4 


